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下級線のレール継目部においては木まくらぎが多く残存しており，沈下に対する繰り返し保守を余儀な

くされている．一部の箇所では，一般部との部材共通化および保守省力化を目的とした継目部用の PC ま

くらぎの敷設や，まくらぎ全周に対するつき固め保守などによりその対策を試験的に行っている．これら

は一定の保守省力化効果が確認されているが，道床細粒化の著しい箇所においては，つき固め保守後の初

期沈下量が大きく，十分な効果が得られない現状がある．そこで本研究では，施工当夜に安定したまくら

ぎ支持状態を構築することを目的とし，十分なこう上量を与えてつき固め保守を行い，軌陸バックホウに

取り付けた加振アタッチメントを用いてまくらぎに強制加振を与えて初期沈下を促進する施工を行い，そ

の沈下抑制効果を検証した． 

 

     Key Words: initial settlement, rairoad backhoe vibration exciter, fouling index, low-strength stable  

treatment method, fined ballast 

 

 

 

1. はじめに 

 

下級線においては，多くの労力を要している木まくら

ぎ交換への対応として，PC まくらぎ化による構造の強

靭化が図られている．一方，レール継目部においては木

まくらぎが残存しており，特に道床細粒化の進行した箇

所においては，沈下に対する繰り返し保守を余儀なくさ

れている．一部の箇所では，一般部との部材共通化およ

び保守省力化を考慮した継目部用の PC まくらぎの敷設

や，まくらぎ全周に対するつき固め保守などによりその

対策を試験的に行っている 1)．これらの対策は一定の保

守省力化効果が確認されているが，場所によってはつき

固め保守後の初期沈下量が大きく，十分な効果が得られ

ていない現状がある． 

バラスト軌道においては，つき固め保守後にまくらぎ

下の道床密度が低下し，バラストの細粒化が進行するこ

とによりその程度が大きくなることがわかっている．た

とえば，新品バラストの場合ではほぼ密度変化が生じな

いのに対し，粒径0.075 mm未満の細粒分含有率であるFc

が 10 %程度まで細粒化が進行した条件では，つき固め

前後でおよそ 30 %程度密度低下することが実験的に明

らかになっている 2)．そのため，道床細粒化の著しい箇

所においては，つき固め保守後の初期沈下量が大きく，

これに対し施工当夜に十分な上げ越し量（静的な正側の

10m弦高低狂いの仕上がり値）を確保することは施工後

の高低狂いの仕上がり値の制限の都合上困難であり，十

分な保守効果が得られない主要因となっている． 

そこで本研究では，道床細粒化が著しい箇所において，
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施工当夜に安定したまくらぎ支持状態を構築することを

目的とし，十分な上げ越し量を与えてつき固め保守を行

い，直後に軌陸バックホウに取り付けた加振アタッチメ

ント（以下，「軌陸 BH加振機」という）を用いてまく

らぎに強制加振を与えて道床を締固めることで初期沈下

を促進する試験施工を行い，その保守省力化効果の検証

を行った．併せて，細粒化した道床バラストを安定処理

する沈下対策である低強度安定処理工法 3)，まくらぎ全

周の範囲のつき固めを行う対策も行った． 

 

 

2. 試験施工箇所の概要 

 

試験施工箇所の概要について，線形は直線の単線区間，

軌道構造は道床厚 200mm の土路盤区間，レール種別 50 

kgN レール，継目の支持方法は支え継ぎ，まくらぎは継

目部用の PC まくらぎ 1)，締結装置は線ばね形，輸送条

件は年間通過トン数が約 210万トンの専ら近郊形電車が

走行（列車速度 70 km/h 程度）する線区である．当該箇

所はつき固め保守後の初期沈下量が大きく繰り返しの保

守を余儀なくされており，2022年 1月につき固めを伴う

PCまくらぎ化をしたものの，上げ越し量は多くて 5 mm

程度であり，高低狂い進みが抑制されず，保守管理に苦

慮している箇所であった． 

表-1に試験施工箇所の軌道状態を示す．なお，本稿で

は以降，手検測による静的な10m弦高低狂いを「静的狂

い」，軌道検測車による動的な10m弦高低狂いを「動的

狂い」と記載する．同表より，施工前の静的狂いは，施

工箇所①は-15 mm，施工箇所②は-13 mmであった．また，

道床状態は，まくらぎ下のバラストを採取し，ふるい分

けによる粒度試験を行った結果，バラストの劣化指標で

ある FI 値（ふるい分けによる粒度試験を行った場合の

粒径 0.075 mm通過質量百分率と 4.75 mm通過質量百分率

の和を表す 4)）は，施工箇所①は 30.5 %，施工箇所②は

31.7 %であり，いずれも不健全（道床交換の目安）と評

価される 20 %を大きく超える著しい細粒化が生じてい

る状態であった．図-1に施工箇所の粒度分布を示す．い

ずれも同様の粒度分布となっており，新品バラストの基

準粒度 5)から外れ，細粒化が進行していることがわかる．

なお，いずれの箇所も道床噴泥が生じており，慢性的に

まくらぎ下に滞水が生じている状態であった． 

図-2に施工箇所①の，図-3に施工箇所②の PCまくら

ぎ化施工直前とそれ以降の静的狂いおよび動的狂いの推

移を示す．PC まくらぎ化施工後約 2 週間後（施工後通

トン 10 万トン程度）の引継検査において，静的狂いが

施工箇所①は 14 mm，施工箇所②は 7 mm進行しており，

大きく沈下が生じていた．一方，それ以降は動的狂いで

沈下進みが緩やかに推移していることがわかる．そこで，

つき固め施工当夜に十分な上げ越し量を与え，まくらぎ

強制加振により道床を締固め初期沈下を促進させること

で，早期に安定した支持状態を構築し，施工後の初期沈

下を抑制できると考えた． 

 

表-1 試験施工箇所の軌道状態（施工前） 

施工箇所 

10m弦高低 

狂い（静的） 

（mm） 

道床劣化度FI 

（%） 
備考 

① -15 30.5 噴泥あり 

② -13 31.7 噴泥あり 

 

 

図-1 施工箇所のバラストの粒度分布 

 

 

図-2 PCまくらぎ化後の高低狂い進み（施工箇所①） 

 

 

図-3 PCまくらぎ化後の高低狂い進み（施工箇所②） 
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3. 試験施工における沈下対策工 

 

 本研究で行った沈下対策工を以下に示す． 

 

(1) 軌陸BH加振機によるまくらぎ加振 

 施工当夜につき固め保守後の初期沈下を促進すること

を目的とし，軌陸 BH 加振機 6)によるまくらぎ加振施工

を行った．軌陸 BH 加振機の外観を図-4 に，仕様を表-2

に示す．加振機は，コマツ製鉄道用油圧ショベル

PC78UUT に装着可能なアタッチメントとなっており，

加振面にプレートを押し当て加振を行うものである．押

し当てるプレートの寸法は，レール長手方向に対して

300 mm，レール直角方向に対して 800 mmとなっており，

まくらぎ中央に押し当てて加振が可能な寸法となってい

る．加振時の振動方向は鉛直方向，振動周波数は 35 Hz，

起振力（エンジン回転数を最大とした際の起振モーター

の遠心力）は最大で 53.5 kN，まくらぎに作用させる鉛

直荷重（ブームの押しつけ力）は約 43 kNとなっている． 

加振方法は，基地線で事前に検証試験を行い条件を設

定した．ここでは，3箇所のPCまくらぎ箇所に対して，

ジャッキアップによるレールこう上を行い，軌陸 BHの

8頭TTによるつき固めを行い，その後軌陸BH加振機に

よる加振試験を行った．加振は 1回あたり 5秒間として

複数回行い，その都度加振範囲の中央まくらぎの高さを

測定した．まくらぎ高さは，レーザー墨出し器（ライン

精度±1 mm/10 m）を用いて，レーザーによるラインとま

くらぎ中央部の上面との離れを定規により測定する方法

で行い，つき固め後と加振後のまくらぎ高さとの差分に

より沈下量を算出した．図-5に各施工箇所の加振時間と

沈下量の関係を示す．この結果から，いずれの箇所にお

いても 10 秒程度の加振時間で沈下が収束していること

がわかった．そのため，営業線における試験施工におい

ては，加振時間をまくらぎ1本あたり15秒に設定した．

加振範囲は，継目まくらぎおよびその近傍が浮きまくら

ぎとならないよう，継目まくらぎを中心にまくらぎ 7本

分の範囲とした．また，沈下量は 3～9 mm程度であった 

 

 

(a)全景 

 

(b)加振アタッチメント 

図-4 軌陸BH加振機の外観 

ことから，5 mm 程度の沈下量が得られることを想定し，

施工当夜はつき固め施工後の静的狂いが 10 mmとなるよ

う十分な上げ越し量を与えることとした．さらに，まく

らぎ下のバラストの側方流動を抑制する目的で，まくら

ぎ間の道床上面に対しても加振を与えた．なお，営業線

における試験施工では，軌陸 BH の 4 頭 TT により，加

振範囲と同じ継目まくらぎを中心に 7本分の範囲に対し

てつき固めを行った． 

 

(2) 低強度安定処理工法 

軌陸 BH加振機による加振に加えて，道床細粒化箇所

に対応した沈下対策工である低強度安定処理工法を行っ

た．低強度安定処理工法は，タイタンパーを用いて細粒

化が進行したバラストに高分子系固化材および超速硬セ

メント（以下，「補修材」という）を 1：1 の割合で混

合し，施工後もつき固め補修ができるようにバラストを

低強度で安定処理し沈下を抑制する補修方法である． 

高分子系固化材は，バラストと混合後に即座にバラス

ト中に含まれる水分を吸収してみかけの含水比を低下さ 

 

 
(a)投入箇所 

 
(b)投入状況 

図-6 補修材の投入方法 

加振アタッチ
メント

軌陸BH

加振プレート
まくらぎ

レール

補修材投入箇所

補修材

表-2 軌陸BH加振機の仕様 

振動方向 振動周波数 
起振力 

（最大） 

鉛直 

荷重※ 

鉛直 35 Hz 53.5 kN 43 kN 

※ブームの押しつけ力 

 

 

図-5 加振時間とまくらぎ沈下量の関係 
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せるとともに，架橋作用により細粒分を安定化させる効

果がある．超速硬セメントは，バラスト中の水分と反応

し，養生 2時間程度で強度を発現する． 

本試験施工においては，図-6 に示す通り，まくらぎ 1

本に対して 8箇所に補修材を投入（1箇所あたり 500 g）

し，継目まくらぎを中心にまくらぎ 5本分の範囲に対し

て施工を行った．なお，いずれの施工箇所も，まくらぎ

下に滞水が確認されたことから，補修材の硬化不良を防

止するため，予めまくらぎ端部のバラストを掘削し水抜

き処置した上で施工した． 

 

(3) まくらぎ全周つき固め 

 つき固め方法による違いを確認するため，施工箇所②

に対してまくらぎ全周のつき固めを行った．従来のつき

固めでは，施工範囲がレール直下のみのため，つき固め

後のまくらぎ支持状態は，まくらぎ底面に対して不均一

支持の状態となり，初期沈下により均一支持の状態に変

化すると考えられる．そこで，レール直下のみだけでな

く，まくらぎ全周に対してつき固めを行うことにより，

施工直後にまくらぎの支持状態が均一支持となり，初期

沈下の影響を抑制できると考えた（図-7）． 

 

 

図-7 全周つき固めによる沈下抑制効果のイメージ 

 

 

4. 試験施工に伴う各種測定 

 

 営業線における試験施工に併せて，軌陸 BH加振機に

よる強制加振の効果を評価するため，各種測定を行った． 

 

(1) 施工当夜の各種測定 

a) まくらぎ高さ 

 まくらぎ加振による沈下促進効果を評価するため，前

章(1)と同様の方法で加振前後のまくらぎ高さの測定を

行った．測定は，はじめにジャッキアップ前を基準とし

て初期値を測定し，ジャッキアップによるこう上後，つ

き固め後，軌陸 BH加振機による加振後に行い，初期値

との差分から各時点での変化量を把握し，つき固め後と

加振後のまくらぎ高さの差分から沈下量を算出した． 

b) 小型FWDによるまくらぎ支持剛性 

まくらぎ加振による支持状態の変化を評価するため，

つき固め前後および加振後に小型 FWD7)によるまくらぎ

支持剛性の測定を行った．小型 FWD によるまくらぎ支

持剛性の測定は，重錘を落下させた際に得られる最大荷

重 Pmaxと応答変位の最大値Dmaxの関係から支持ばね係数

（Pmax/Dmax）を求めた．測定は作業間合いの都合から片

側レール上で行い，軌陸 BH加振機による加振範囲であ

る継目まくらぎを中心にまくらぎ 7本分に対して行い，

各 2回ずつ測定した． 

 

(2) 施工前後のまくらぎ上下変位 

 施工前後の沈下対策工の効果を評価するため，列車通

過時のまくらぎ上下変位の測定を行った．測定内容を表

-3に，測定箇所の概略を図-8に示す．まくらぎ上下変位

は，軌間外側のまくらぎ端部付近に不動点となる杭を設

置し，杭に設置した変位計（㈱東京測器研究所製，CE-

10）により，まくらぎ端部の上面位置で測定した．本測

定では建築限界を考慮し，カンチレバ型の変位計を使用

した（図-9）．測定時期は，施工前，施工翌日，施工約

1 か月後の 3 回とし，測定列車は当該箇所の走行列車で

ある近郊形車両，測定本数は，1 回あたり上下各 3 本の

計 6本とした． 

 

表-3 まくらぎ上下変位測定内容（1施工箇所あたり） 

測定項目 測点数 
測定時期 

（測定本数） 

まくらぎ上下変位 2 

・施工前 

・施工翌日 

・施工1か月後 

（近郊形車両上下各 3本） 

 

 

図-8 測定箇所の概略 

 

 

図-9 変位計の設置状況（まくらぎ上下変位） 

従来のつき固め
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初期沈下の影響小
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低強度安定処理工法

つき固め、まくらぎ加振

低強度安定処理工法
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■：まくらぎ上下変位

変位計

固定杭

まくらぎ
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5. 試験施工および測定結果 

 

(1) まくらぎ沈下量と静的狂い 

 図-10 に施工箇所①における継目まくらぎの施工前後

の静的狂いおよび沈下量の測定結果を示す．同図より，

施工前に静的狂いが-15 mm であったため，+10 mm とな

るまでジャッキアップにより 25 mmレールこう上しつき

固めを行い，軌陸 BH加振機により加振を行った．加振

前後における沈下量は 4 mm であり，事前に想定した沈

下量の 5 mm と概ね同程度であったがわずかに小さくな

った．これは，低強度安定処理工法による補修材の初期

強度が発揮された可能性が考えられる． 

その結果，仕上がりの静的狂いは+6 mmとなったが，

10日後の引継検査における静的狂いは+3 mmであり，施

工後の初期沈下量は 3 mmであった．これは，PCまくら

ぎ化の際の施工後（引継検査時点）の初期沈下量の 14 

mm と比較し大きく抑制されたといえる．また，図-11

に施工前後および引継検査時の継目中心に 5m 間隔で測

定した手検測による 20 m 間の静的狂い波形を示す．同

図より，施工により継目前後の静的狂いが改善され，引

継検査時点でもほぼ波形が変化していないことがわかる． 

さらに，当該箇所は軌道検測車の走行頻度が少なく，

施工後の動的狂いを高頻度に把握することが困難である

ため，営業列車に搭載した動揺計 8)によって測定した列

車動揺（上下動揺加速度の全振幅）の推移を確認した．

その結果を図-12 に示す．施工前は 0.36 G であったが，

施工後に 0.19 Gまで低減しており，施工後通過トン数が

約 65 万トン経過時点（施工約 4 か月経過時点）におい

ても 0.22 Gと，施工前に対して良好な状態を維持してい

ることがわかる． 

 つづいて，図-13 に施工箇所②における継目まくらぎ

の施工前後の静的狂いおよび沈下量の測定結果を示す．

同図より，施工前に静的狂いが-13 mm であったため，

+10 mm を目標にジャッキアップによりレールこう上し

つき固めを行い，軌陸 BH 加振機により加振を行った

（実際は 22 mmのレールこう上で高低狂い+9 mmであっ

た）．加振前後の沈下量は 1 mm であり，施工箇所①と

比較し沈下量が小さい結果となった．これは，全周つき

固めにより入念なつき固めを行ったことにより，まくら

ぎ支持状態が均一化されたことに加え，補修材投入から

まくらぎ加振までに要した時間が施工箇所①より長く，

低強度安定処理工法による補修材の初期強度がさらに発

揮された可能性が考えられる． 

その結果，仕上がりの静的狂いは+6 mmとなったが，

10日後の引継検査時は+3 mmであり，施工後に生じた初

期沈下量は施工箇所①と同様に 3 mm であった．これは，

PC まくらぎ化の際の施工後（引継検査時点）の沈下量

の 7 mmと比較しても抑制されたといえる．また，図-14 

 

図-10 施工前後の静的狂いおよび沈下量 

（継目まくらぎ，施工箇所①） 

 

 

図-11 施工前後の静的狂い（施工箇所①） 

 

 

図-12 上下動揺加速度の推移（施工箇所①） 

 

 

図-13 施工前後の静的狂いおよび沈下量 

（継目まくらぎ，施工箇所②） 
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図-14 施工前後の静的狂い（施工箇所②） 

 

 

図-15 上下動揺加速度の推移（施工箇所②） 

 

に施工前後および引継検査時の，継目中心に 5m 間隔で

手検測による 20 m 間の静的狂い波形を示す．同図より，

施工箇所①と同様に，施工により継目前後の静的狂いが

改善され，引継検査時点でもほぼ波形が変化していない

ことがわかる． 

さらに，図-15 に営業列車に搭載した動揺計によって

測定した列車動揺の推移を示す．施工前は 0.35 Gであっ

たが，施工後に 0.18 Gまで低減しており，施工後通過ト

ン数約 65 万トン経過時点においても 0.13 G と，施工前

に対して良好な状態を維持していることがわかる． 

 

(2) まくらぎ支持剛性 

 図-16に施工箇所①の小型FWDによるまくらぎ支持ば

ね係数の測定結果を，図-17 に同じく施工箇所②のまく

らぎ支持ばね係数の測定結果を示す．施工前は施工箇所

①，②いずれも支持ばね係数が 20 kN/mm 程度と小さい

結果となった．これは，列車通過時にまくらぎが上下に

バタついている挙動が目視で確認できたことから，浮き

まくらぎが生じていたためと考えられる． 

つき固め後は継目まくらぎを中心に支持ばね係数が増

加しており，つき固めにより浮きまくらぎが解消され，

支持状態が改善されたと考えられる．特に施工箇所②は

まくらぎ全周つき固めにより入念なつき固めを行ってい

ることから，支持状態が均一化されたものと考えられる． 

加振後については，施工箇所①はわずかにつき固め後

よりも支持ばね係数が増加している．一方で，施工箇所

②は加振後につき固め後と比較して低下しているものの，

局所的に変化している箇所はなく，かつ施工箇所①の加

振後と同程度の 60 kN/mm 程度の支持ばね係数であるこ

とから，均一な支持状態は維持されていると考えられる． 

 

 

図-16 まくらぎ支持ばね係数（施工箇所①） 

 

 

図-17 まくらぎ支持ばね係数（施工箇所②） 

 

(3) まくらぎ上下変位測定結果 

まくらぎ上下変位の測定結果を表-4および図-18，図-19

に示す．同表には，各測定時期に得られた結果につい

て，絶対値で最大となる値を示している．測定値につい

て，本試験で使用した変位計の仕様上の計測容量が 10 

mmのため，10 mmを超える測定値は必ずしも最大値を

検出できているとは限らないが，施工箇所①は施工前で 

 

表-4 まくらぎ上下変位の測定結果 

施工箇所 

測定値（mm）※ 

施工前 施工翌日 
施工 

1か月後 

① -12.5 -3.6 -4.6 

② -12.8 -3.5 -5.8 

※ 負の値は鉛直下方向の挙動を示す 
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鉛直下方向に少なくとも 12.5 mm，施工箇所②は 12.8 mm

であり，施工翌日では施工箇所①で鉛直下方向に3.6 mm，

施工箇所②で 3.5 mm となっており，施工前より少なく

とも 9 mm程度低減した．また，施工翌日から施工 1か

月後の間では，1～2 mm程度の増加で概ね同程度であり，

施工後のまくらぎ支持状態が維持され，顕著な浮きまく

らぎも生じていないと考えられる． 

 

 

6. まとめ 

 本研究では，道床細粒化の著しい継目箇所において，

施工当夜に安定したまくらぎ支持状態を構築することを

目的とし，十分なこう上量を与えてつき固め保守を行い，

軌陸 BH加振機を用いてまくらぎに強制加振を与えて初

期沈下を促進する施工を行い，その保守省力化効果の検

証を行った．以下に本研究で得られた知見を示す． 

(1) 基地線における事前検証試験を行った結果，軌陸

BH加振機により平均的に5 mm程度のまくらぎ沈下量が

得られるとともに，10 秒程度の加振時間で沈下が収束

する傾向であることを確認した． 

(2) 営業線において，道床が著しく細粒化し噴泥が生

じたレール継目部に対して，十分なこう上量を与えてつ

き固めを行い，まくらぎ加振および低強度安定処理工法

を施工することにより，つき固め後に1～4 mmのまくら

ぎ沈下量を与えることができ，その結果施工直後の初期

沈下量を 3 mm程度に抑制できることを確認した． 

(3) 施工前後および施工後通過トン数約 20 万トン経過

時点（施工 1か月後）における列車通過時のまくらぎ上

下変位の動的測定を行った結果，加振施工によって大き

く改善され，施工翌日と概ね同程度の状態が維持されて

いることを確認した． 

(4) 営業列車に搭載した動揺計により測定した上下動

揺加速度の推移から，施工によって 5割程度良化し，施

工後通過トン数約 65 万トン経過時点（施工約 4 か月経

過時点）においても維持していることを確認した． 

(5) 以上の結果から，まくらぎ加振および低強度安定

処理工法によるバラスト安定処理の組み合わせ施工によ

り，細粒化が進行したバラスト軌道に対する沈下抑制効

果が見込めることを確認した． 

 

 今後は，貨物列車等の重軸重車両走行線区や構造物境

における沈下抑制効果について検証を行い，軌陸 BH加

振機の適用範囲の拡大に向けた検討を行いたいと考えて

いる． 
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VERIFICATION OF THE EFFECT OF USING A VIBRATION EXCITER TO 

SUPPRESS SETTLEMENT AT RAILWAY TRACK WHERE BALLAST HAS 

BECOME FINE-GRAINED 

 

Yohei HAYAKAWA, Masanobu KUSUDA and Toshifumi TANAKA 

 
Many wooden sleepers remain at rail joints of the lower grade line, which require repeated tie tamper 

repairs against their settlement. In some locations, PC sleepers for rail joints are being laid and tie-tamper 

repairs are being made around the entire circumference of the sleepers on a trial basis in order to reduce 

settlement at rail joints. Although these have been shown to reduce maintenance to some extent, they are 

not effective enough in areas where ballast particles are significantly finer, due to the large initial settlement 

of rail joints after tie tamper repair. Therefore, in this study, with the aim of establishing a strong sleeper 

support condition immediately after maintenance work, we performed tie tamper repairs by lifting the rails 

sufficiently and applying forced vibration to sleepers using a vibration exciter attached to a railroad backhoe 

to accelerate initial settlement of rail joint, and verified its effectiveness in reducing their settlement.
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